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○研究目的

研究テーマ農商工観事業連携及び協同組合間協同
による地域社会の持続的発展に関する研究
近年の規制緩和政策により、農林漁業・中小企業の

経営は困難を極め、雇用と暮らしは不安定となり、食
の安全も脅かされ、地域社会の活力も低下しつつあ
る。
このような状況の中で、自助努力と協同の力によっ

て組合員の事業と生活の改善をめざす協同組合への期
待が高まっている。自助努力と協同の力によって事業
連携、協同組合間協同を発展させ、農林漁業者、中小
企業者、消費者の事業と生活を改善することによっ
て、地域社会の持続的発展も展望できる。しかしその
道筋は必ずしも自明ではない。そこで地域社会の一員
である福島大学と協同組合が、共同して事業連携と協
同組合間協同による地域社会の持続的発展について研
究することが求められる。
プロジェクトでは、地元の協同組合と共同し、必要

に応じて地方自治体と連携しつつ、社会科学、自然科
学などのさまざまな学問分野から、事業連携、協同組
合間協同による地域社会の持続的発展に関する研究活
動を行う。

○研究メンバー

研究代表者研究所所長
千葉 悦子行政政策学類・教授

研究分担者プロジェクト研究員
小島 彰人間発達文化学類・教授
初沢 敏生人間発達文化学類・教授
牧田 実人間発達文化学類・教授
塩谷 弘康行政政策学類・教授
岩崎由美子行政政策学類・教授
飯島 充男経済経営学類・教授
清水 修二経済経営学類・教授
井上 健経済経営学類・准教授
小山 良太経済経営学類・准教授
高瀬 雅男経済経営学類・特任教授
星野 珙二経済経営学類・特任教授

林 薫平経済経営学類・特任准教授
則藤 孝志経済経営学類・特任准教授
佐藤 英雄大学院経済学研究科・修了生
藤本 典嗣共生システム理工学類・准教授
石田 葉月共生システム理工学類・准教授
石井 秀樹未来支援センター・特任准教授
小松 知未未来支援センター・特任助教

連携研究者プロジェクト客員研究員
長島 俊一県農業協同組合中央会・常務理事
新妻 芳弘県漁業協同組合連合会・専務理事
宍戸 裕幸県森林組合連合会・専務理事
佐藤 一夫県生活協同組合連合会・専務理事

研究補助者
末永 弘元福島県農林水産部・技監

○研究活動内容

本研究所の研究活動は、地産地消と協同組合間協同
によるビジネス・モデルの探求としてスタートし、そ
の成果をシンポジウム「絆で創るふくしま
YL―地消地産と協同組合間協同」年月
日で発表した。
ところが年月日に起きた東日本大震災・原
発事故により、福島県は放射性物質で汚染され、地産
地消は根底より覆された。そこで本研究所は、年
度より放射性物質による農林水産業の被害の実態を明
らかにしつつ、協同組合間協同による安全・安心な農
林水産物の生産・流通・消費システムや検査システム
のあり方及び損害賠償のあり方について研究すること
にした。

 調査活動
⑴被災地調査
・伊達市小国地区全戸アンケート調査配布期間
年月、回収率、有効回答数枚
・特定避難勧奨地点を含む地域で設立した住民組織
調査「放射能からきれいな小国を取り戻す会」
伊達市霊山小国地区
・里山再生に取り組むPO法人調査「ゆうきの里
東和ふるさとづくり協議会」二本松市東和地区
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・福島市果樹経営調査
ほか多数

 安全・安心な農産物生産・流通・消費システムに
関する研究

⑴土壌分析と汚染マップの作成
国文部科学省が主導する放射性物質の分布マッ

プは、航空機を用いた国土的な規模での把握であり、
汚染実態を平均的かつ広域的な把握に適しているが、
地域内での汚染実態のバラツキは把握できない。農業
者の外部被曝の評価、農作物への移行予測、栽培品目
の転換、そして賠償問題には、農地一枚毎の放射性物
質の分布実態の把握が欠かせない。
年度より放射性物質の計測とそのマップ化にむ
けた取り組みを福島県内の住民団体や JAなどと協同
して実施してきた。現在これらをベースとして、地権
者情報、圃場の土壌や水利条件、全袋検査の結果を加
味したデータベースの構築から、放射能対策に資する
営農指導にも着手している。

⑵放射性物質対策の実態と地域農業の再生に関する研究
原子力災害により甚大な被害を受けた地域における

放射性物質対策の実態と地域農業の現状を整理した上
で、これまで行われてきた対策の問題点と、今後の支
援方策を検討した。
第一に、福島県県北地方を対象に、原子力災害後の

動向について、避難・作付制限・出荷制限の指示と解
除の経過からまとめた。第二に、地域主体による年
間の対策と現状を、農地・生産対策と流通・販売の両
面から確認した。農地・生産面においては、営農と同
時進行で行われてきた除染について、環境省・除染対
策事業と地域主体独自の対策を合わせて整理してい
る。流通・販売面としては、福島県と地域協議会によ
る農産物の検査体制の拡充の経過と農協の対応をみた
上で、原子力災害前後の農産物販売金額の推移と損害
金額を示した。第三に、伊達市が年度末に実施し
た農業者アンケート調査の結果から、農業者の営農意
識の変化と、年間の対策に関する評価・今後への要
望をとりまとめた。
最後に、地域主体が実施してきた対策とその進捗に

ついて整理した上で、これまで行われてきた対策の問
題点と、今後の支援方策について考察した。

 支援事業
各種団体の活動を支援した。

 地産地消ふくしまネット「PPを考えるシ
ンポジウム」JA福島ビル

 地産地消ふくしまネット第回国際協同組合
デー記念フォーラムJA福島ビル
 福島県生協連「おもいつなげて福島支援
交流会」街なか広場

 福島県生協連「ふくしまオーガニック
フェスタ」ビッグパレットふくしま

 福島県生協連「ふくしまの今 風評被害
を吹き飛ばせ」福島グリーンパレス

 日生協第回全国産直研究交流会福
島テルサ

 研究発表、ジンポジウム事業
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 長島俊一「福島原発事故から年、福島
県農業の再生の取り組み」、日本協同組合学会春季
大会杉妻会館
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 小山良太「農業政策としての福島復興ビジョ
ン―原子力災害と福島県の葉タバコ生産―」日本学
術会議ホテルハマツ

 小山良太「「風評」問題対策と検査態勢

 プロジェクト研究所 年月



の体系化」日本農業市場学会新潟大学
 小山良太「『風評』問題と食品の放射能検査
態勢の体系化」福島原発災害後の科学と社会のあり
方を問う分科会福島銀行本店

 K HR KM
P   j「A   k
      
   w  : Hw 
k’     
」GU  G U
K U

 小松知未「原子力災害により地域農業が
受けた影響と対策」、林薫平「JAそうま管内の農業
・農村」東北農業経済学会福島大学

 小山良太「段階検査の到達点と課題」
日本有機農業学会福島テルサ

 林薫平「農の再生と食の安全・原発事故と福
島の年」農業農村問題研究所福島支部総会・研究
集会福島大学

 小山良太「福島の食と農の再生にむけて」日
本計画行政学会郡山駅ビックアイ

 研究成果
・石井秀樹「食と農の再生にむけた相互連動的な放
射能対策の必要性―放射性物質分布マップ・試験
栽培・全袋検査から『営農指導データベース』の
構築へ―R    A
 R   k」
『農村計画学会誌』巻号、農村計画学会、
頁、
・朴相賢・小松知未「農産物直売所における原子力
災害の影響と放射性物質検査体制の導入福島県
・県北地域を対象に」『農村経済研究』東北農
業経済学会、頁、

・石井秀樹・小山良太「放射能汚染から食と農の再
生を―放射性物質分布マップ・試験栽培・全袋検
査から『営農指導データベース』の構築へ―」
『共生社会システム研究』V 、共生社
会システム学会、頁、

・石井秀樹「放射性物質分布マップ・試験栽培・全
袋検査から「営農指導データベース」の構築へ」
『日本の科学者』V 、頁、日
本科学者会議、
・林薫平「里山里海、森・海の連還、そして原発事
故以後」『農業と経済』巻号、昭和堂、

頁、
・小山良太ほか『農の再生と食の安全』、小山「序
章」頁、小山「食と農の再生に向けた現状
と課題」頁、石井秀樹・小松知未・小山
「食と農の対策の国際比較頁、石井「農業
再生に向けた放射能対策その社会的応用」
頁、小松・朴相賢「農産物直売所が受けた影
響と地産地消」頁、小松「果樹経営の再
建と産地再生」頁、高瀬雅男「産・官・
学・協のネットワークの構築」頁、小山
「おわりに」頁、新日本出版社、

・高瀬雅男「福島県における原子力損害賠償の現状
と問題点」、広渡清吾ほか『日本社会と市民法』
頁、日本評論社、
・林薫平「原発事故と食」『社会運動』号、市民
セクター政策機構、頁、

・小松知未「原子力災害後の消費者意識と果樹経営
による情報発信―農家直送・福島県産果実を受け
取った顧客アンケート調査から―」『年度日
本農業経済学会論文集』日本農業経済学会、
頁、
・小松知未「農産物直売所における放射性物質の自
主検査の意義と支援体制の構築―福島県二本松市
旧東和町を事例として―」『農業経営研究』日本
農業経営学会、頁、
・高瀬雅男「原子力損害賠償とADRの課題」、行政
社会論集巻号頁、
・則藤孝志「次産業化のパイオニア紀州ウメ産
地から何を学ぶべきか」『地理』年月号、
古今書院、頁、

・守友裕一ほか『福島 農からの日本再生』、小松
知未「住民による放射能線量調査と新たな地域づ
くり」頁、小山良太・棚橋知春「原子力災
害に立ち向かう協同組合」頁、農山漁村
文化協会、
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頁、
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